
林 政 改 革 プ ロ グ ラ ム

平成１２年１２月



Ⅰ 新たな基本政策の構築

１２～１３年度 ～１7年度

林政改革大綱決定 新たな基本政策の構築

（林政改革プログラムの決定） ①新基本法の制定（平成１３年通常国会に向け法案を 政見

取りまとめ） 策直

全し

②大綱、プログラムに沿って、個々の政策に係る改革の着実な推進 般

の

Ⅱ 森林の整備目標及び森林資源の利用目標の設定

１3～１4年度 ～１7年度

関係者の努力の指針として、森林の整備目標及び森林資源の利用 新基本法に基づき設 ・目標達成に向けた施策の展開

目標を設定 定



Ⅲ 多様な機能の発揮のための森林の管理の推進

Ⅲー １ 森林計画制度の見直し等を通じた森林整備の推進

１3～１4年度 ～１7年度

平成１３年の通常国 ・新たな法制度等に基づき、持続可能（１）持続可能な森林経営を推進する森林計画制度の構築

①重視すべき機能に応じた森林の区分の導入と施策の明確化 会に向け、森林法改 な森林経営を推進

②森林施業計画の認定要件・作成者の見直し 正法案を取りまとめ ・森林の区分に応じた施策を推進

③森林の整備の状況等に関する評価手法の整備 ・平成１５年度までに森林資源モニタ

④森林に関する情報管理体制の整備 全国森林計画の変更 リング調査により評価の基礎となる

（１３年度） 現状の指標値を算定

・１６年度から、１５年度までに算定

された指標値で評価

・新たな施策体系に基づいた森林整備（２）森林整備事業等の見直し

①新たな森林施業の推進（平成１４年度から本格的に実施） 事業の推進

（抜き伐りを繰り返しつつ徐々に更新を図る施業の推進）

②新たな造林関係事業の施策体系の見直し

（重視すべき機能に応じた森林の区分等に対応した造林関係

事業の再編） 平成１４年度からの

③新たな林道事業の施策体系の見直し 実施に向け施策体系

（重視すべき機能に応じた森林の区分等に対応した林道事業 を見直し

の再編）

④森林に対する要請の多様化に対応した優良種苗の確保 種苗の供給管理体制 ・左記検討結果を踏まえ、具体的施策

等を検討 を実施

・平成１６年度までの緊急間伐対策の（３）間伐の緊急実施等による森林整備の推進

平成１２年度からの緊急間伐５カ年対策等を着実に実施 実施結果を踏まえ、以後も着実に間

伐対策を推進



１3～１4年度 ～１7年度

・左記施策の着実な実施（４）的確な森林保護の推進

松くい虫等の病害虫や鳥獣の被害対策等を着実に実施

（５）森林の保全措置の充実強化

（森林所有者等の森林管理に係る責務の明確化及び森林の保全 平成１３年の通常国

措置の充実強化） 会に向け、森林法改

正法案を取りまとめ

Ⅲー２ 森林の新たな利用の推進

１3～１4年度 ～１7年度

・左記施策の着実な推進（１）国民に開かれた森林の整備

①高齢者、障害者、児童等の幅広い利用に配慮した森林の整備

②教育、福祉等の分野との連携による森林づくり体験、健康の 教育、福祉等の分野 ・教育改革の検討方向を踏まえた連

維持増進等の機会の提供 との連携施策の検討 携施策の実施

・左記施策の着実な推進（２）身近な里山林等の保全・整備・利用の推進

①保健・文化・教育的利用の場としての整備等の推進を市町村

森林整備計画等に明示し、地域の主体的取組を推進

②森林所有者、地域住民等の連携・協力の下で、利用活動と保

全・整備活動を一体的に推進



Ⅲー３ 森林整備に対する理解の醸成と森づくり運動の展開

１3～１4年度 ～１7年度

①国土緑化運動、森林の持つ公益的機能の定量的評価の公表等をはじめとする普及啓発 ・左記施策の着実な推進

活動の展開を通じた国民の理解の醸成

②国民の直接的参加を促進していくためのボランティア活動等の促進

③水源の森の整備等に向けた上下流の連携・協力の推進

Ⅲー４ 国民の理解の下での森林整備の社会的コスト負担の検討

１3～１4年度 ～１7年度

（ 、森林の公益的機能の発揮のための社会的コスト負担のあり方等の検討 その一環として

１２年１１月から研究会を立ち上げ、検討を開始）



Ⅳ 森林の管理と森林資源の持続的利用を担う林業の振興

Ⅳー１ 地域林業経営体制の整備

１3～１4年度 ～１7年度

平成 年の通常国 ・新たな制度の下での担い手の育成・（１）施業・経営の担い手の育成・確保と集約化 13
①育成すべき施業・経営の担い手の明確化 会に向け、林業経営 確保と集約化の推進

ア 林業経営体の育成・確保 基盤の強化等の促進

イ 林業事業体の育成・確保 のための資金の融通

②認定制度の整備と認定者に対する施策の集中 に関する暫定措置法

③認定者による施業・経営の集約化の促進 改正法案を取りまと

め

（２）森林組合の機能の充実

①効率的な施業・経営の担い手として育成

②地域の森林の管理を責任を持って担う主体として育成 平成 年の通常国 ・新たな制度の下での森林組合による14
会に向け、森林組合 森林の管理の推進

法の見直しを検討

（３）安定的な林業経営の維持のための措置

①森林災害に対する損害てん補制度の普及 ・左記施策の着実な推進

②相続税の負担軽減を含む林業税制のあり方の検討

③入会林野等の整備と既整備分の森林の適切な管理の実施 入会資源活用総合対 ・左記の検討結果を踏まえ、具体措置

策事業（～１３年度 を実施

末）後のあり方の検

討



Ⅳー２ 林業就業者の確保・育成

１3～１4年度 ～１7年度

（１）新規就業者の確保・育成

森林・林業に関する知識や求人情報の提供、就業前を含む研 中・長期的に必要と ・左記検討を踏まえた人材の確保・

修事業の充実等による幅広い人材の確保と今後の森林整備に必 なる林業労働力及び 育成対策の推進

要な知識・技術等を備えた人材の育成・定着 その確保方策の検討

（２）林業後継者の確保・育成

林業者等の技術の向上や地域のリーダーの育成、林業の体験 ・左記施策の着実な推進

教育等による林業経営への参画の促進等

（３）林業事業体の雇用管理の改善

通年雇用化、就業環境の整備、高性能林業機械の導入、施業 ・林業労働力確保法に基づく事業体

・経営の受託の促進等による林業事業体の生産性の向上と安定 の改善計画の着実な推進

的な事業量の確保

（４）労働安全衛生対策の推進

林業事業体に対する安全指導の徹底、高性能林業機械の導入 林業事業体における ・左記検討結果を踏まえ、具体的措

による作業システムの改善等 安全管理のあり方を 置を実施

検討

（５）女性の参画及び高齢林業者の活動の推進

女性の参画促進のための技術、経営に関する研修等の

実施、高齢林業者の技術と能力を活用した森林・林業活

動を促進するための環境整備の実施



Ⅳー３ 効率的かつ適切な森林整備のための生産基盤等の整備

１3～１4年度 ～１7年度

（１）林道等の整備

林道、作業道の整備と重点化、林道の規格・構造の弾力化の １３年度林道規程の ・新たな林道規程に基づく、林道等の

検討 改正 整備の推進

平成１２年高性能林業機械化促進基本方針を ・左記方針に基づき施策を着実に推進（２）機械化の推進（

改定）

新たな高性能林業機械作業システムの構築と普及、高性能林

業機械等の小型軽量化、低価格化等に係る技術開発・実用化の

推進

（平成１２年度中に林木育種戦略を ・左記戦略に基づき、品種の開発を推（３）優れた品種の開発・普及

策定） 進

材質、生長量等の優れた品種の開発・普及の推進



Ⅳー４ 特用林産の振興

１3～１4年度 ～１7年度

特用林産振興対策研究会において取りまとめられた「特用林産の今後の振興のあり方に

ついて （平成 年）を踏まえ、以下の対策を実施」 12

（１）低コスト安定供給体制の整備と新技術の開発

生産技術の向上、高品質種菌の開発・導入、作業の機械化、品質管理の高度化、流 ・左記施策の着実な推進

通の改善等

（２）消費者の視点に立った情報提供による需要の拡大

ＪＡＳ法に基づく産地表示の適正化、特用林産物の特性、産地や生産方法等の情報

の提供等を通じた需要の拡大



Ⅴ 森林資源の持続的利用を担う木材産業の振興

１3～１4年度 ～１7年度

木材産業及び木材利

用に関する法制的措

置について、１３年

度を目途に検討

１ 木材産業の構造改革

（１）木材の加工体制の整備

①品質・性能の確かな製品の低コスト供給体制の整備

(乾燥材供給体制の早期整備、高次加工化の推進、製品の量

産化、高能率機械の整備、技術者の育成・確保等）

②関係者間の連携の強化による加工体制の整備

（多様な製材品生産等の体制整備、木材関連産業の団地的取

組の推進、原木の安定供給体制の整備等）

③技術開発の推進

(技術開発体制の整備、民間企業が行う技術開発への支援） 木材産業体制整備の ・左記方針に基づき、施策を着実に推

基本方針の策定（１ 進

３年度）（２）木材の流通の合理化と情報化の推進

①原木流通の効率化

（市場の統合による取扱規模の拡大、選別機能の強化等）

②製品流通の効率化

（大消費地等への共同出荷体制の整備、関係者の連携による

物流の合理化）

③規格取引と情報化の推進

（品質・性能に係る情報の表示、情報技術（ＩＴ）を活用し

た規格取引、木材の需給・価格に関する情報の提供等）

（３）再編整備の推進

経営革新と設備廃棄等を一体的に促進



１3～１4年度 ～１7年度

２ 木材利用の推進

（１）国民への普及啓発

森林資源の持続的利用の必要性、木の優れた特性、価格等の

情報提供

（２）住宅への地域材利用の推進

①標準的仕様の住宅への地域材を使った住宅部材の安定供給シ

ステムの整備、木材供給者と住宅生産者との連携の促進

②長期間居住が可能な家づくりや住宅のリフォームに必要な利 地域材利用の推進方 ・左記推進方向に基づき、施策を着

用技術の開発と部材供給体制の整備、木材利用に係る技術者 向の取りまとめ（１ 実に推進

の育成 ３年度）

（３）公共部門等における地域材利用の推進

、 、関係省庁 地方公共団体等との連携による学校等の公共施設

公共土木工事等への地域材利用の推進等

（４）木質資源の多角的利用の推進

バイオマスエネルギーや、木質プラスティック等の新素材と

しての利用技術の開発と普及



Ⅵ 森林・林業・木材産業を通じた総合的・重点的な施策の展開

１3～１4年度 ～１7年度

１ 森林・林業・木材産業を通じた連携の促進

①流域管理システムの下で流域内関係者、上下流住民等の連携・

協力による森林整備等の推進

②外材と対抗しうる意欲ある地域を育成するための仕組みの構築 １４年度からの実施 ・左記検討結果を踏まえた新たな事業

に向けて検討 の展開

・左記見直しを踏まえた新たな事業の２ 林業構造改善事業の見直し

木材生産流通コストの削減、需要者ニーズに対応した国産材の １４年度からの実施 展開

供給等を総合的に推進する観点から、林業構造改善事業を見直し に向けて見直し



Ⅶ 公的関与による森林の適正な管理

１3～１4年度 ～１7年度

・保安林整備臨時措置法の期限切れ１ 保安林指定の計画的推進と治山事業による森林の整備

①保安林の指定の計画的推進 （１５年度末）後の保安林整備のあ

②治山事業による森林整備の実施 り方について検討

（機能が低下した保安林等一定の場合における森林整備の実施）

③保安林の機能を十分に保全する観点から保安林の指定施業要件の見直し

・左記施策の着実な推進２ 緑資源公団による森林の整備

森林所有者等の自助努力によっては急速かつ計画的な森林造成が期待できない地域の

水源かん養保安林等における水源林の造成

（林業公社のあり方等につき12年中を目途に整理）３ 林業公社による森林の整備

既往の造林地の適切な管理、長伐期化等の施業の転換、施業・経営の受託等の推進等 ・左記施策の着実な推進

４ 公有林化の推進

地域が、公益的機能の発揮を図るため、特に必要がある森林について公有林化を推進 ・左記施策の着実な推進



Ⅷ 森林・林業・木材産業に関する研究・技術開発と普及

１3～１4年度 ～１7年度

・左記戦略に基づく研究・技術開発、１ 研究・技術開発等の効率的・効果的な推進

研究・技術開発戦略や林木育種戦略（両戦略は平成１２年度中に策定）に基づく研究 林木育種を効率的・効果的に実施

・技術開発等の効率的・効果的な実施

１１年度に林業普及指導運営方針を改定） ・左記方針等に基づき普及指導事業を２ 林業普及指導事業の見直し（

①課題の重点化 推進

（指導的林家や林業研究グループのリーダーの育成、林業経営への参入意欲のある者

の参画促進等の課題に重点化）

②効率的・効果的な普及事業の展開

（個別指導方式の拡充、普及指導職員の資質の向上、情報ネットワークの整備等）

Ⅸ 国有林野事業改革の着実な推進

１3～１4年度 ～１7年度

国有林野の管理経営に関する基本計画（平成１１年から平成２１年まで）に基づき、公 ・左記計画に基づき、抜本的改革を

益的機能を重視した管理経営への転換等抜本的改革を引き続き推進 推進

また、森林の保全管理、治山事業等の着実な実施や国有林野事業と民有林施策との連携

の推進



Ⅹ 山村地域の活性化

１3～１4年度 ～１7年度

１ 定住条件の整備等

（１）就業機会の創設・確保

（林業（特用林産 ・木材産業の振興、木質バイオマス等の未利用資源を活用した新）

たな産業の育成等）

・左記施策の着実な推進（２）定住条件の整備

（林業生産基盤の整備、生活環境の整備、拠点集落の重点的整備、高齢者・女性のた

めの環境整備、将来的な集落再編のあり方の検討等）

（３）都市と山村の交流の促進

（森林体験や森林環境教育の推進等）

・左記施策の着実な推進２ 森林整備のための地域による取組の推進

森林の多様な機能の発揮を図る観点から、森林整備のための地域による取組を推進す

るための措置の内容について検討



ⅩⅠ 森林組合系統組織の見直し

１3～１4年度 ～１7年度

１ 経営基盤の強化・組織運営体制の整備

森林組合合併助成法 ・再編・整備後の新たな体制の森林組

①合併による広域組合化、組織の合理化等による経営基盤 の期限切れ（１３年 合系統組織の育成

の強化と組織運営体制の整備促進 度末）後の対応のあ

（森林組合系統組織が平成１３年度末を目標として取り組んでい り方について検討

る体制づくり（約 組合（平成１１年度末現在 組合）600 1,255
を実現） 平成１４年の通常国 ・新たな制度に基づき、事業を展開

②効率的な森林施業の実施、事業の整理・多角化、農業協同組合 会に向け、森林組合

・漁業協同組合との連携の強化 法の見直しを検討

③製材業者・工務店、森林整備ボランティア等との連携の強化

２ 森林組合系統組織の再編・整備

森林組合系統組織が自ら取り組む組織の再編・整備を実現 ・再編・整備後の新たな体制の森林組

①都道府県森林組合連合会については、各地域の実情に応じた単 合系統組織の育成

位森林組合との役割分担の明確化・機能統合の推進

②全国森林組合連合会については、事業の抜本的な見直しを含む

経営改善の推進



ⅩⅡ 森林・林業分野における国際的取組の推進

１3～１4年度 ～１7年度

１ 持続可能な森林経営の推進

二国間の技術協力・資金協力 国際機関を通じた協力及び各種の技術開発・調査事業 ・左記施策の着実な推進、 、

民間企業やＮＧＯ等の取組に対する支援、国際的な政策対話への積極的な参画を推進

２ 地球環境問題への対応

地球温暖化防止等へ向けた国際的な取組への積極的な参画等

３ 適切な木材貿易の推進

適切な木材貿易の推進のための国際ルールの確立に向けた取組


